愛知県最低賃金引き上げの地域経済効果試算　
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　愛労連最低賃金・公契約問題対策委員会（愛知県労働組合総連合）
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【概要】
愛知県最低賃金
を1,500円に引き上げた場合の地域経済効果（家計消費支出＝最終需要増加額、生産誘発額
、付加価値誘発額、生産増加に伴う就業者・雇用者増、税収増）を、統計資料（主2019年）と愛知県産業連関表（2015年）により試算したところ、下記の結果が得られた。
①時給1,500円未満の愛知県内労働者数：約188万人
②上記労働者の時給を1,500円に引き上げた場合の総賃金増加額：約1兆1,224億円
③総賃金増加額のうち、税や社会保険料などを除いて消費に回る額、つまり家計消費支出の増加額：約9,509億円(うち県内消費支出は約5,917億円)
④生産誘発額（県内生産増加額）：約8,505億円、
付加価値誘発額（県内付加価値増加額）：約5,413億円（付加価値は、生産活動によって新たに生み出された価値で、雇用者所得や営業余剰などからなる）
就業者数の増加：約45,018人、雇用者数の増加：約41,394人　
⑤国と地方（愛知県地域）の税収増：約1,018億円
１．試算の目的
　愛知県最低賃金の引き上げは、労働時間と労働者数が大幅に減少しない限り、愛知県において現行最賃水準近傍（未満を含む）で働く労働者層全体の賃金額を増加させ、さらに、それら労働者層全体の消費を増やすことによって、愛知県の生産・雇用・税収増へと波及し、地域経済の好循環と財政の健全化に寄与することになる。2020年12月に公表された最新の愛知県産業連関表（2015年）
によって、愛知県最低賃金を1,500円に引き上げた場合の愛知県地域への経済効果を試算し、最低賃金引き上げの有力な根拠の一つにする。
２．試算結果
労働運動総合研究所による簡略な分析方法
を参考にして、愛知県最低賃金を1,500円に引き上げた場合の経済効果を試算した。試算の時点は2019年である。これは、試算に必要な主要統計調査で、現在公表されているものが2019年の調査結果のためである。なお、愛知県産業連関表は2015年時点であるから、この試算は、愛知県の産業構造が2015年と同じものと仮定されている。
（１）時間当たり賃金（時給）1,500円未満の労働者数
愛知県最低賃金を1,500円に引き上げた場合の経済効果を試算するには、最初に、時給1,500円未満の労働者が、愛知県内事業所にどれくらいいるかを推計しなければならない。推計に用いる資料は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の特別集計
である。この資料は、都道府県別に「時間当たり賃金」
（時給）10円刻みで常用労働者数
（一般労働者＋短時間労働者）の賃金分布を集計したもので、時給1,500円未満の労働者の概数
を把握することができる。同調査の特別集計結果により、愛知県内の民営企業（農業・林業・漁業を除く）に雇用されている時給1,500円未満の常用労働者数を計算すると、1,340,140人となる（附属資料第1表の1の合計欄を参照）。他方、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2019年）によれば、愛知県内の民営企業（農業・林業・漁業を除く）に雇用されている常用労働者数は2,622,450人であるから、時給1,500円未満の常用労働者数（1,340,140人）は、その51.1％を占めることになる。
しかし、上記賃金構造基本統計調査の結果は、常用労働者10人未満の企業を含まないので、厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査結果」（『2019年　あいちの勤労』）により、愛知県内事業所（常用労働者1人以上、農業・林業・漁業・一般公務を除く）の常用労働者数を計算すると、3,321,731人
である。

さらに、賃金構造基本統計調査も毎月勤労統計調査も農業・林業・漁業や公務労働者（非正規公務労働者も含む）が除外されているので、愛知県の全ての労働者数を把握できていない。通常、公務労働者には最低賃金法が適用されないとされているが、最低賃金が上昇すれば、時間給で雇用される非正規公務員の賃金や正規公務員の初任給も影響を受けるので、公務労働者を含む労働者数をつかむ必要がある。
そこで、総務省「就業構造基本調査」の最新結果（2017年）により、愛知県内の労働者数（正規の職員・従業員と非正規の職員・従業員の計）
を計算すると、3,549,600人（①）である。他方、同年の「毎月勤労統計調査地方調査結果」（『2017年　あいちの勤労』）により、愛知県内事業所の常用労働者数（１～4人事業所と5人以上事業所の計）を計算すると、3,139,965人（②）である。①は、②より約41万人に多く、②の約1.13倍である。
2019年においても、上記の倍率が変わらないと仮定すれば、2019年における愛知県内の労働者数は、毎月勤労統計調査の常用労働者3,321,731人の1.13倍、すなわち3,753,556人となり、賃金構造基本統計調査の常用労働者2,622,450人の約1.431倍である。同調査の特別集計結果で得られた時給1,500円未満の常用労働者数1,340,140人を1.431倍して、全体の概数を求めると1,917,740（約192万、51.1％）人となる（附属資料第1表の2の合計欄を参照）。
ただし、附属資料第1表の1および第1表の2には、愛知県最低賃金（2019年6月時点では898円）未満の労働者が含まれている。最低賃金未満の労働者としては、最低賃金法第7条による減額特例制度の対象労働者（障害者や断続的労働従事者など）
と、最低賃金法違反の賃金を支給されている労働者が考えられる。減額対象労働者が、愛知県内にどれくらいいるかは資料が公表されていないため不明であるが、一定数存在するはずである。この減額対象労働者を含めて最低賃金未満の労働者数を計算すると、最低賃金引き上げによる総賃金増加額を過大に推計することになる。他方、最低賃金が上がれば、減額対象労働者の最低賃金も上昇するはずだから、減額対象労働者を全て除外して計算すると、総賃金増加額を過小に推計することになる。今回の試算では、やや過小に推計することになるが、減額対象労働者が多いと思われる「時間当たり賃金」区分890円未満の労働者数（約33,000人=191.7万人-188.4万人）を除外することにした
。
なお、最低賃金審議の基礎資料の一つとして、愛知労働局により「最低賃金に関する基礎調査」が実施されている。この2019（令和元）年調査結果（2019年8月21日愛知地方最低賃金審議会提出）によれば、時給1,499円以下（1,500円未満）の労働者数は403,750人である。上記の約188万人あるいは192万人と比べると大きな差がある。しかし、この調査は、中小零細企業又は事業所のみを対象としているため、産業も事業所規模も限られており
、全体を把握するには妥当でない。数十年前に比べて、非正規労働者の人数も割合も増えてきた現状を考慮すれば、全ての産業や事業所を対象とする調査が必要であろう。
（２）愛知県最低賃金を1,500円に引き上げた場合の総賃金増加額
１）つぎに、時給890円以上1,500円未満の労働者（約188万人）の時給（愛知県最低賃金）を1,500円に引き上げた場合の総賃金増加額を求める必要がある。それには、賃金構造基本統計調査の特別集計結果から、時間当たり賃金区分ごとに、時給を1,500円に引き上げた場合の時間当たり賃上げ必要額を計算し、それに該当労働者数（1.431倍した人数）と2019年の常用労働者一人平均年間実労働時間（1,690.8時間）を掛ければよい。時給を1,500円に引き上げた場合の総賃金増加額を求めると、1,122,411,196,934（約1兆1,224億）円
となる（附属資料第1表の1、第1表の2を参照）。
２）賃金が上昇すれば、労働者と企業が負担する労働・社会保険料などの法定福利費
も増えるため、企業（とくに中小企業）からは、しばしば、最低賃金を上げることによる法定福利費の企業負担分の増加に対する懸念が表明されている。そこで、１）で求めた総賃金増加額（約1兆1,224億円）に対する法定福利費の増加分を推計してみよう。
　厚生労働省「就労条件総合調査」は、常用労働者30人以上を雇用する民営企業を対象に、５年おきに労働費用（企業負担分）
を調査しており、最新のものは2016年１月調査の結果である。これによれば、2015年（または2014会計年度）に、企業が負担した法定福利費の現金給与額
に対する割合は、14.1％である。この割合をもとに総賃金増加額（約1兆1,224億円）に対する法定福利費の増加分を推計すると、約1,583億円となる。
　ただし、この増加分には、中小企業の負担分だけでなく大企業のそれも含まれている。そこで、中小企業の負担分がおおよそどれくらいになるかを推計してみよう。総務省「就業構造基本調査」（2017年）により、愛知県内の従業者規模別雇用者数（会社などの役員を含む）がわかる。ここでは、中小企業基本法第2条第１項の中小企業者の範囲
を参考に、中小企業の範囲を広くとり、従業者299人以下を中小企業とみなそう。就業構造基本調査によれば、愛知県内の雇用者数は3,754,400人で、うち従業者299人以下の雇用者数は、1,690,800人（約45.0％）である。雇用者（労働者）1人当たりの法定福利費が大企業と中小企業でほぼ同じと仮定すれば、先の法定福利費の増加分約1,583億円のうち、中小企業の負担分は、約712億円（約45％）となる。
「（５）国と地方（愛知県地域）の税収増」で推計するように、最低賃金引き上げによる税収増は、約1,018億円である。中小企業の法定福利費負担分（約712億円）への支援は、税収増で十分に可能と思われる。
（３）家計消費支出の増加額
時給を1,500円に引き上げた場合の総賃金の増加（約1兆1,224億円）により、家計消費支出がどれくらい増えるか、それを概算するには、総賃金増加額に「収入に占める消費の割合」（世帯の勤め先収入に占める消費支出の割合％）を掛ければよい。
「収入に占める消費の割合」は、総務省「家計調査」（毎年、毎月実施）または「全国家計構造調査」（旧全国消費実態調査を見直したもの、5年ごと、10月と11月の2か月実施）により求められる。家計調査は、都道府県別に集計しておらず、名古屋市の平均値かつ年収（年間収入）計のデータしか利用できない。都道府県別に年収別データが得られるのは、全国家計構造調査である。最低賃金改定の対象となる労働者は低賃金層であるから、平均値ではなく、年収が低い世帯の「収入に占める消費の割合」を計算した方が良い。
したがって、2019年全国家計構造調査の愛知県分の世帯（単身世帯を含む勤労者世帯）の年収別データ
により、時給1,500円で働いた場合の年収（1,500円×1,690.8労働時間＝2,536,200円）を含む世帯年収250万～300万円未満層の「収入に占める消費の割合」を求めると、84.72％となり、世帯年収300万円以上層の割合（59.88％）と比べて、約25％ポイント、家計調査による名古屋市（年収計の平均）の割合（64.62％）に比して約20％ポイント高くなっている。
総賃金増加額（約1兆1,224億円）に、年収250万～300万円未満層の「収入に占める消費の割合」84.72％を掛けると、家計消費支出の増加額は9,508.531（約9,509）億円となる。仮に、年収300万円以上の世帯で約1兆1,224億円の総賃金増加額が生じた場合には、それによる家計消費支出の増加額は、6,721.172（約6,721）億円に減少し、年収250万～300万円未満層との差額は、約2,787億円（率にして約7割）となる。 総賃金増加額（約1兆1,224億円）による家計消費支出の増加額は、収入の低い層ほど大きいことがわかるであろう（附属資料第2表の１を参照）。
附属資料第2表の2は、最近20年間（1997年～2017年）における愛知県内雇用者数の年収別推移をみたものである。年収別雇用者数と比率の変化は、時期によっていくらか違いがあるけれども、この20年間を比較すれば、収入の低い雇用者（年収249万円以下の雇用者）が絶対的にも相対的にも増加していることが明らかである。収入の低い雇用者層には、時給1,500円未満層がかなり含まれていると思われる。したがって、最低賃金の引き上げは、これら収入の低い雇用者に大きな影響を及ぼすであろう。
なお、この家計消費支出の増加額（約9,509億円）は、その全てが県内で消費（自給）されるわけではなく、県外での消費支出を含んでいる。したがって、愛知県産業連関表（2015年）の県内自給率0.622327
により県内消費支出増加額を求めると、約5,917億円となる。  
（４）生産および付加価値誘発額、就業者数および雇用者数の増加
１）家計消費支出の増加によってどれくらいの県内生産が誘発されるかを計算するには、愛知県産業連関表（統合大分類43部門）の「最終需要項目別生産誘発係数（民間消費支出）」
（１単位の最終需要の増加によって各産業の県内生産額がどのくらい増加したかを表す）に、（３）で求めた家計消費支出の増加額9,508.531（約9,509）億円を掛ければよい。県内の生産誘発額は850,536.1百万円（約8,505億円）となる。
同様に、愛知県産業連関表（統合大分類43部門）の「最終需要項目別付加価値誘発係数（民間消費支出）」（１単位の最終需要の増加によって各産業の県内粗付加価値額がどのくらい増加したかを表す）に家計消費支出の増加額を掛けて、県内付加価値誘発額を計算すると、541,333.9百万円（約5,413億円）である。この付加価値誘発額は、2018年度の県内総生産40兆9372億円（名目、最新の公表値）
の約1.32％に相当する（附属資料第3表の1を参照）。
さらに、どの産業部門で県内生産誘発額が多いかを、43部門（附属資料第3表の2）と109部門（同第4表の2）で見てみよう。43部門（分類不能を除く）では、不動産部門が約2,111億円で最上位であるが、附属資料第4表の1で、この不動産部門の内訳を見ると、その生産誘発額の大半は、持家を賃貸住宅に換算した特殊な「住宅賃貸料（帰属家賃）」部門の約1,546億円である（それゆえ、この部門の雇用者増加数は０と表示されている）。
したがって、この不動産部門を除くと、生産誘発額の多い順に、商業（卸売・小売業、約1,253億円）、対個人サービス
（約841億円）、金融・保険（約621億円）、対事業所サービス
（約592億円）、情報通信（約503億円）、運輸・郵便（約468億円）、医療・福祉（約460億円）、飲食料品製造業（約320億円）、教育・研究（約237億円）、自動車製造業（約224億円）が上位10産業である（附属資料第3表の2）。自動車製造業が10位となっているのは、愛知県において自動車産業が占める位置の大きさを示すものであるが、自動車関連産業が含まれていない、あるいは関連が少ないと推測される対個人サービス業、医療・福祉業、飲食料品製造業、教育・研究業などの生産誘発額が、自動車製造業よりも多いことがわかる。こうした傾向は、109部門（住宅賃貸料（帰属家賃）と分類不能を除く）でも見られ、生産誘発額の多い順に、小売、金融・保険、住宅賃貸料、卸売、通信、飲食サービス、その他の対事業所サービス、教育、医療、食料品製造業の10産業となっている（附属資料第4表の2）。これらの産業の多くは、県内自給率が平均（0.622327）より高く、地域密着型で、その担い手の大半は中小零細企業であろう。
２）生産が誘発される（増加する）ことにより、どれくらい就業者（個人業者＋家族従業者＋雇用者）や雇用者（有給役員＋常用雇用者＋臨時・日雇雇用者）が増えるかを計算するには、愛知県産業連関表（統合大分類43部門）の「就業係数・雇用係数」（就業者総数・雇用者総数のそれぞれを県内生産額で割ったもの）に、上記で求めた、生産誘発額850,536.1百万円（約8,505億円）を掛ければよい。就業者と雇用者の増加数は、それぞれ45,018人と41,394人である（附属資料第3表の1を参照）。雇用者増加数41,394人は、先に推計した愛知県の労働者数（3,753,556人）の約1.1%に相当する。

生産誘発額の場合と比較しながら、どの産業部門で雇用者増加数が多いかを、43部門（附属資料第3表の2）と109部門（同第4表の2）で見てみよう。43部門で雇用者増加数が多い上位10産業は、対個人サービス（13,901人）、商業（11,296人）、対事業所サービス（5,655人）、医療・福祉（4,942人）、金融・保険（3,278人）、運輸・郵便（3,032人）、不動産（1,781人）、情報通信（1,643人）、教育・研究（1,346人）、飲食料品（1,116人）であり、自動車製造業（377人）は12位となっている。これらの上位10産業は、不動産を除けば、いずれも生産誘発額が多い上位10産業に含まれている。こうした傾向は109部門でもほぼ同様である。
以上のように、産業部門別に生産効果と雇用効果を見れば、最低賃金を引き上げることにより、地域密着型の産業、その主要な担い手である中小企業の生産と雇用が相対的に多く増加することを示しているといえよう。
（５）国と地方（愛知県地域）の税収増
付加価値が誘発される（増加する）ことにより、国と地方（愛知県地域）の税収がどれくらい増えるかを概算するには、2019年の国内総生産（GDP＝付加価値）に対する国税と地方税の税率（それぞれ11.5％と7.3％）に、（４）で求めた付加価値誘発額541,333.9百万円（約5,413億円）を掛ければよい。計算結果は、国税の増加が622.5億円、地方税のそれが395.1億円で、計1,017.6(約1,018)億円の税収増となる（附属資料第5表を参照）。
� 現在の愛知県最低賃金は、2020年10月1日改定された927円である。


� 生産誘発額は、雇用者所得（賃金・給与等）など家計を通じて消費支出される最終需要の増加による誘発額である。企業に過剰在庫が存在せず、需要に対しては、常に生産を行って供給するものと仮定されている（愛知県『産業連関表分析ツール』の「産業連関分析上の注意点」2021年3月5日公表による）。





� 2021年3月に修正版が公表された。


� 労働運動総合研究所「【部内資料】都道府県別最賃引き上げの経済波及効果の計算について」2016年7月20日。同研究所が、2011年の愛知県産業連関表を用いた経済効果の試算は、1,500円未満の労働者数118.3万人、総賃金増加額8,598億円(年間実労働時間1750時間)、家計消費支出増加額4,337億円（消費割合50.44％）であった。今回の試算とは、労働者の推計や消費割合などが異なるので、単純な比較はできない。


� 2020（令和2）年度中央最低賃金審議会「目安に関する小委員会」（第2回、2020年7月10日）に、2019（令和元）年「賃金構造基本統計調査」特別集計の時間当たり賃金分布グラフが、都道府県別に提出されている（ただし、500円未満と1,500円以上の労働者数は、グラフから省略されている）。今回、愛知労働局を通じて、このグラフの元になっている集計表を入手した。


� この特別集計では、「時間当たり賃金」についての詳しい説明はなされていないが、おそらく厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の「１時間当たり所定内給与額」のことであろう。「１時間当たり所定内給与額」は、６月分の所定内給与額を当月の所定内実労働時間数で除したものである。この所定内給与額は、きまって支給する現金給与額（基本給・職務手当・精皆勤手当・通勤手当・家族手当・超過労働給与額など）から、超過労働給与額（時間外勤務手当・深夜勤務手当・休日出勤手当・宿日直手当・交替手当）を引いた額であるから、最低賃金の対象に算入されない精皆勤手当・通勤手当・家族手当が含まれている分だけ賃金額が多い。また、所定内実労働時間は、就業規則などで定められている所定労働時間とは異なり、所定内で実際に労働した時間数であるから、たとえば年次有給休暇を取得した時間や欠勤時間などが含まれていない分、所定労働時間より少ない。他方、最低賃金の対象となる時給は、所定内給与額から精皆勤手当・通勤手当・家族手当を引いた額を、所定労働時間で除して求められる。以上のことから、「１時間当たり所定内給与額」は、分子の賃金額が大きく、分母の労働時間が少なくなっているため、最低賃金の対象となる時給よりも高くなっているが、ここでは、「１時間当たり所定内給与額」（＝「時間当たり賃金」）を最低賃金の対象となる時給とみなしている。


� 常用労働者は、「期間を定めずに雇われている労働者」または「１か月以上の期間を定めて雇われている労働者」であり、臨時労働者（日々又は１か月未満の期間を定めて雇われている労働者）を含まない。ただし、法人、団体、組合の代表又は執行機関である重役でも、業務執行権や代表権をもたず、工場長、部長などの役職にあって、一般労働者と同じ給与規則によって給与を受ける場合、または、家族従業者でも、他の労働者とほぼ同じように勤務し、同じような給与を受けている場合には、常用労働者に含まれる。


� 賃金構造基本統計調査は抽出調査であり、常用労働者数は、調査した労働者数に復元倍率（抽出率の逆数）を掛けた数であるため、実際の常用労働者数と必ずしも一致せず、概数である。また、同調査の「利用上の一般的注意」によれば、民営事業所（農業・林業・漁業を除く）のみの数値である。なお、常用労働者数は原則として６月30日現在の状況である。


� １～4人事業所の労働者数が調査されているのは、７月のみであるから、1～4人事業所の常用労働者数102,137人と5人以上の7月調査結果3,219,594人を合計した。常用労働者の定義は、賃金構造基本統計調査と同様である。


� 就業構造基本調査は、世帯員を対象として「ふだんの就業・不就業の状態」を5年ごとに調査したもので、会社・団体・個人・官公庁・個人商店などに雇われている者を「雇用者」とし、「会社などの役員」以外の「雇用者」を、勤め先での呼称により「正規の職員・従業員」と「非正規の職員・従業員」に区分している。また、この調査の「雇用者」（労働者）数は愛知県内に居住する労働者数で、愛知県内事業所の労働者数とは異なる。総務省「国勢調査」(2015年、全数調査、最新公表結果)によれば、愛知県内に居住する雇用者は2,998,979人であり、うち他県で従事する者は76,920人（2.56％）と少数で、他県に常住して愛知県に流入（通勤）する者が156,568人である。つまり、愛知県内に居住する労働者よりも愛知県内事業所の労働者の方が多いのであるが、ここでは、愛知県内に居住する労働者数を愛知県内事業所の労働者数とみなしている。


� 厚生労働省によれば、減額特例制度は、「一般の労働者より著しく労働能力が低いなどの場合に、最低賃金を一律に適用するとかえって雇用機会を狭めるおそれなどがあるため、次の労働者については、使用者が都道府県労働局長の許可を受けることを条件として個別に最低賃金の減額の特例が認められています。(1)精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い方、(2)試の使用期間中の方、(3)基礎的な技能等を内容とする認定職業訓練を受けている方のうち厚生労働省令で定める方、(4)軽易な業務に従事する方、(5)断続的労働に従事する方」と説明されている（https://www.mhlw.go.jp/www2/topics/seido/kijunkyoku/minimum/minimum-14.htm）。


� 減額対象労働者を含む最低賃金未満層の除外については、山口県労働組合総連合・非正規部会の資料（山口県における最低賃金引き上げによる経済効果）を参考にした。


� 調査対象は、製造業・新聞業・出版業（いずれも100人未満の事業所）と卸売業・小売業・宿泊業・飲食サービス業・医療・福祉・その他のサービス業（いずれも30人未満事業所）である。


� 最低賃金の対象となる賃金には、時間外勤務手当・休日出勤手当・深夜勤務手当・一時金（期末手当・賞与）などは含まれないので、時間外勤務や休日出勤などの労働時間や賃金制度の変更がなければ、時給の上昇に連動してそれらの手当・一時金も上がり、この総賃金増加額はさらに増えることになる。


� 労災保険・雇用保険・健康保険・介護保険・年金保険料、子ども・子育て拠出金など。


� 労働費用とは、使用者が労働者を雇用することによって生ずる一切の費用をいい、現金給与のほか法定福利費、法定外福利費、現物給与の費用、退職給付等の費用、教育訓練費、募集費、その他の労働費用が含まれる。


� 時間外・休日出勤手当や期末手当・賞与などを含む。


� ①資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（下記の②から④までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの、②資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの、③資本金の額又は出資の総額が5000万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの、④資本金の額又は出資の総額が5000万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの。


� 世帯の年収は、過去１年間（2018年11月～2019年10月）の収入（税込み）で、勤め先からの収入・事業収入（純益）・年金など社会保障給付・利子・配当金などの経常的に得ているものであり、退職金・財産売却による収入・相続した預貯金など一時的な収入は除外されている。


� 愛知県統計課『2015年愛知県産業連関表(43部門）』の 第８表 その他の分析係数表（その１）県内自給率・移輸入率表。


� 「最終需要項目別生産誘発係数（民間消費支出）」は、民間消費支出の構成比（消費パターン）と県内自給率、逆行列係数を組み合わせて計算したもので、この係数を用いると、波及効果における民間消費支出構成比×県内自給率×逆行列係数の行列掛け算の計算を省略できる。


� 県内総生産は、愛知県『2018年度　あいちの県民経済計算』2021年1月による。


� 対個人サービスには、宿泊業、飲食サービス、洗濯・理容・美容・浴場業、娯楽サービス、その他が含まれる。


� 対事業所サービスには、物品賃貸サービス、広告、自動車整備・機械修理、その他が含まれる。
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